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<論 文 内 容 の 要 旨 > 
本研究は、高等教育において幅広く展開される学生参画型支援の取組みに関して、特に学
習支援の領域に焦点化し、その「質保証」体制の構造を明らかにすることを目的とするもの
である。 
 第 1 章では高等教育のパラダイム転換がもたらした大学教育の変化と対象領域の拡大に
ついて、米国を中心とした理論的背景を整理し、学生参画と質保証を論じるための前提を示
した。米国では、高等教育機会の量的拡大が大学教育の質的変容、すなわち「教育者中心主
義」から「学習者中心主義」への転換をもたらすことになり、これに伴って学生の正課外活
動や大学生活全般への関与が広がってきた。その帰結が、学生が身に付ける知識・スキル・
態度の総体としての「ラーニング・アウトカムズ」への着目であり、その保証の体制として
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「内部質保証システム」の確立が求められてきたことを確認した。 
 第 2 章では、日本の高等教育政策における学生参画型支援プログラム導入の政策過程につ
いて分析を行った。まず、大学教育への学生参画プログラムの起点となった TA 制度の導入
過程について分析し、その目的が①教員の教育活動補助から、②大学院生への経済的支援、
③学部段階の教育改善、そして④将来の大学教員養成へと推移・拡張してきたことを明らか
にした。次に、2000 年以降の正課外プログラム強化の政策過程を分析し、「学生の力活用」
や「学士力」設定、単位の実質化といった議論を受けて、学部学生にまで大学教育への参画
機会が拡げられてきたこと、このことが競争的資金政策である GP 事業の展開によって政策
的に促進され定着してきたことを明らかにした。 
 第 3 章では、学生参画型支援プログラムの実践的展開として、日本の大学教育で展開され
る学生参画型のピア・サポートと FD 活動の実践傾向について分析を行った。その結果、①
学生支援領域、②教授学習支援領域、③大学運営改善領域という３つの領域で学生参画が進
んでいることが明らかとなった。さらに、最も多くの取組がなされている②教授学習支援領
域の内実について、ⅰ）修学アドバイザー分野、ⅱ）SA 分野、ⅲ）TA 分野、ⅳ）チュータ
ー分野の４分野に整理し、その詳細と今後の改善の方向性について考察を加えた。 
 第 4 章と第 5 章では、東北大学高度教養教育学生支援機構学習支援センター（CLS）によ
る学生参画型学習支援プログラムである Student Learning Advisor(SLA)実践に着目して、
大学教育の「質保証」体制の一環としての SLA の特質と、参画する SLA の成長・変容の過程
について分析を行った。まず SLA の活動モチベーションと活動を通した自己成長認識につい
て分析を行い、SLA の活動モチベーションは①自己成長に関わるカテゴリー、②他者貢献に
関わるカテゴリー、③自己満足感に関わるカテゴリー、④外形要因のカテゴリーの 4 つに分
けられること、また、SLA は学習支援を通じて、①「教育スキル」の認識を拡げ、②自己省
察を促進させ、③同僚 SLA と学び合う機会に意味を見出し、④学習支援活動に仕事としての
責任感を抱くようになる、というプロセスで自己成長認識を変化させていくことを明らかに
した。次に、CLS による SLA の育成に向けた組織的な仕掛けについて分析を行い、3 つの協
働的「省察」を重層的に配置するものであることを明らかにした。具体的には、①SLA 自身
の「内省」促進を目的とする、専門の異なる他者との「ダイアログ」を手法とした「振り返
り」、②専門を同じくする同僚 SLA との「ディスカッション」による「批判的検討」、③学習
支援者としてのアイデンティティ形成と当事者意識の向上を目的とした、SLA 全員による所
属組織の改善に向けた「省察」、の 3 つである。 
 終章では、以上の分析を総括するとともに、学生参画型学習支援プログラムの内部質保証
体制のモデルを提示した。同モデルは、学習支援に参画する学生（チューター）のモチベー
ションを 3 層で捉え、これに対応する形でチューターに対する組織的支援の在り方を変える
ものである。第 1 層は、支援活動を自身の専門学習や研究への還元という点で捉えているチ
ューターを想定しており、彼らには自律的に活動可能な学習支援への参画機会を与えること
が求められる。第 2 層は、第 1 層から成長して学習支援者としての成長意識を持つに至った
チューターを想定しており、彼らには「学習支援方法に関わる専門性」とともに「学習支援
内容に関わる専門性」も同時に高めるための研修体制の構築等の方策が必要となる。そして
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第 3 層は、自らが参画する学習支援プログラム自体の改善意欲を持つチューターを想定して
おり、第 2 層まで到達したチューターの中の、さらに一定数についてはこのレベルでの位
置・役割を与えることで、組織・プログラムの改善が効果的に行われることになる。このモ
デルは、全国に普及した大学教育における学生参画型学習支援プログラムの評価軸となりう
るだけでなく、多くの取組が第 1 層のレベルに留まることを示唆するものである。ただし、
より多くの事例を踏まえて同モデルの精緻化を図ること、また学生参画型支援プログラムを
マネジメントする側（組織ないし人材）に分析を加えることなどが今後の課題として残され
た。 
 
 
< 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 > 
本論文は、多くの学生参画型支援プログラムが大学教育サービスの一環として提供されて
いるにもかかわらず、正課教育における授業やそれに準ずる教育プログラムに比して、その
取組みの「質」の検証や実践改善方策の開発といった研究的動向が必ずしも活発ではないこ
とへの危機感を出発点としている。「学生を参画させること」自体が目的となっている事例
も数多く存在するなかで、本研究は、高等教育段階において学生が参画することの意義を再
検討したうえで、支援する／される学生双方への教育効果、さらには組織改善へのフィード
バックにおいても一定の成果をあげている学生参画型支援の事例を取り上げ、その実践を分
析することで、求められる内部質保証システムの在り方について考察を加えたものである。 
 本論文の学術的意義は以下の二つである。第一に、大学教育への学生参画の現状について、
新たな分析枠組みを提示していることである。日本における学生参画の取組は、大きく分け
てピア・サポート（学生が学生を支援する取組）と学生参画型 FD に分けられてきた。前者
については、日本学生支援機構による調査が 2～3 年おきに実施され、後者についての先行
研究も多数存在するが、実態としてはこの二つに収まらない様々な実践が先行しており、新
たな分析枠組みが求められる状況にあった。これに対して、本研究では、新たな分類枠組と
して①「学生支援領域」②「学習支援領域」③「教授学習改善領域」④「大学運営改善領域」
の 4 領域を提示し、さらに、実践的に重複する事例の多い②と③については、「教授学習支
援領域」と包括したうえで、ここでの学生参画の在り方を、ⅰ）修学アドバイザー分野、ⅱ）
SA 分野、ⅲ）TA 分野、ⅳ）チューター分野の４分野に整理している。この枠組により、各
大学の実践が改めて整理され、相互比較が容易になることから、今後の大学教育の改善に大
きく資する視座を提示したと言える。 
 第二に、学生参画型支援プログラムに参加する学生の成長・変容過程とそれを促す組織的
要因を詳細に明らかにしたことである。従来の研究では、プログラムとその実施体制に関す
る報告的研究が中心であり、学術的研究は少なかったが、本研究では専門職の職能成長研究
の手法を応用して学生の成長・変容を分析しただけでなく、それを促した組織的要因につい
ては近年の組織学習論の知見を応用して分析を加えており、大学教育研究に新たな知見を加
えるものである。 
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 本論文の課題として、米国における大学教育のパラダイム転換への評価や、日本における
学生参画型支援プログラム導入の政策過程への評価に多面性を欠いていること、また、学生
参画型支援プログラムの内部質保証システムのモデルに改善の余地があることなどが指摘
できる。しかし、実践報告になりがちな研究対象について詳細なデータ収集をもとに学術的
な光を当てたことは、従来の先行研究の到達点を大きく超える価値を持つ内容となっている。 
よって、本論文は博士（教育学）の学位論文として合格と認める。 
